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〔１〕会社設立の趣旨 

 

昭和 16 年当時、温泉の湧出量の減少により、有馬町は温泉を掘削する必要に迫ら

れ、神戸有馬電気鉄道株式会社と共同出資の有馬温泉掘鑿(くっさく)有限会社を同年

６月に設立、現在の有明泉源を掘削した。 

昭和 22 年３月、有馬町と神戸市との合併にあたり、総ての町有財産は神戸市に帰

属した。 

昭和 59 年３月に株式会社 有馬温泉企業に組織変更し、現在、自社所有泉源による

給湯事業および神戸市所有泉源の浚渫工事等を行っている。 
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〔２〕会社の概要 

 

 １ 名   称    株式会社 有馬温泉企業 

  

２ 設立年月日    昭和 16 年６月 19 日 

  

３ 所 在 地    神戸市兵庫区新開地１丁目３番 24 号 

  

４ 資 本 金    10,000 千円 

   （神戸市払込額  5,000 千円） 

 

５ 機 構                令和８年７月１日現在 

 

 代表取締役社長     高森  幸二  

     

 有馬営業所  
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６ 職 員 数                   令和８年７月１日現在 

 

 所 属 従業員 計 

 有馬営業所 ３（-） ３（-） 

 ※（ ）内は神戸市派遣職員で内数 

 

７ 役 員                   令和８年７月１日現在 

 

役 職 名 氏 名 備 考 

代表取締役社長  高 森  幸 二 

神戸電鉄株式会社 

執行役員 

経営企画部長 

取 締 役  大 畑  公 平 神戸市経済観光局長 

取 締 役  武 田   卓 
神戸市経済観光局部長 

（観光ＭＩＣＥ担当） 

取 締 役 森   兼 浩 

神戸電鉄株式会社 

取締役執行役員 

不動産事業本部長 

兼不動産事業部長 

監 査 役  酒 井   俊 
株式会社三井住友銀行 

公共・金融法人部(神戸)部長 

監 査 役  中 谷  康一郎 
神戸電鉄株式会社 

監査部長 
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〔３〕定款 

 

第１章  総  則 

（商 号） 

第 １ 条  当会社は株式会社有馬温泉企業と称する。 

（目 的） 

第 ２ 条  当会社は次の事業を営むことを目的とする。 

１．温泉を湧出させる目的を以ってする掘さく 

２．温泉の販売供給 

３．管工事の設計施工請負 

４．煙草、飲食物、日用品類の販売および飲食店の経営 

５．前各号に附帯する事業及び関連する一切の業務 

（本店所在地） 

第 ３ 条  当会社は、本店を神戸市に置く。 

（機 関） 

第 ４ 条  当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

１．取締役会 

２．監査役 

（公告方法） 

第 ５ 条  当会社の公告方法は、官報に掲載して行う。 

 

第２章  株  式 

 

（発行可能株式総数） 

第 ６ 条  当会社の発行可能株式総数は２４０株とする。 

（株式の譲渡制限） 

第 ７ 条  当会社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は取締

役会の承認を受けなければならない。 

（株券の発行） 

第 ８ 条  当会社は、株式に係る株券を発行する。 

（株式取扱規則） 

第 ９ 条  当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款のほ

か取締役会において定める株式取扱規則による。 

 

第３章  株主総会 

 

（招集及び招集者） 

第１０条  定時株主総会は、毎営業年度末日の翌日から３か月以内に招集し 

      臨時株主総会はその必要がある場合に随時これを招集する。 
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      株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が 

      これを招集する。取締役社長に支障があるときは、あらかじめ取 

      締役会で定めた順序により他の取締役がこれを召集する。 

（定時株主総会の基準日） 

第１１条  当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月３１日とする。 

（議 長） 

第１２条  株主総会の議長は、取締役社長がこれにあたる。 

取締役社長に支障があるときは、あらかじめ取締役会で定めた順序に 

より他の取締役がこれにあたる。 

（決議の要件） 

第１３条  総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除いては

出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をも 

って行う。 

 

第４章 取締役、監査役および取締役会 

 

（員  数） 

第１４条  当会社には次の役員を置く。 

１．取締役  ５名以内 

１．監査役  ３名以内 

（選任決議） 

第１５条  当会社の取締役および監査役は、株主総会において選任する。 

前項の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３ 

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数で行う。 

取締役の選任については累積投票によらない。 

（任  期） 

第１６条  取締役の任期は選任後２年以内、監査役の任期は選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時 

までとする。 

（補欠選任） 

第１７条  取締役および監査役に欠員を生じたときは補欠選任を行う。 

補欠選任により選任された者の任期は前任者の残任期間とする。 

（代表取締役および役付取締役） 

第１８条  取締役会は、その決議によって当会社を代表する取締役を選定する。 

取締役会は、その決議によって取締役中より取締役社長を選定する。 

（取締役、監査役の責任免除） 

第１９条  当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠ったこと 

による取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役で 

あった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役 
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会の決議によって免除することができる。 

   ２  当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行

取締役等である者を除く。）および監査役との間に、任務を怠ったこと

による損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、

当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

（取締役会の召集） 

第２０条  取締役会招集の通知は、各取締役に対して会日の７日前に発しなけれ 

ばならない。 

但し、特に必要がある場合はこれを短縮することができる。 

（取締役会の決議の省略） 

第２１条  当会社は、会社法第 370 条の要件を充たしたときは、取締役会の決議 

があったものとみなす。 

（取締役会規則） 

第２２条  取締役会の運営に関する事項については、法令又は定款に定めのない 

事項は、取締役会の決議によって定める取締役会規則による。 

（役員の報酬） 

第２３条  取締役および監査役の報酬はそれぞれ区分して、株主総会の決議によ

って定める。 

 

第５章  計  算 

 

（事業年度） 

第２４条  当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年と 

する。 

（余剰金の配当の基準日） 

第２５条  当会社の期末配当の基準日は毎年３月３１日とする。 

（中間配当） 

第２６条  当会社は取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日として中 

間配当をすることができる。 

（配当金の除斥期間） 

第２７条  配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過し

ても受領されないときは、当会社はその支払義務を免れるものとする。 
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〔４〕令和７年度事業報告 

 

１ 事業報告  

わが国有数の温泉である有馬温泉において、顧客に満足していただける給湯サ

ービス、泉源維持管理サービスの安定的な提供に努めた。 

（１）全事業 

当期の全事業の売上高は 45,232 千円で前期に比べ 5.1％の減少となった。

一方で、有明 1 号泉源で揚湯試験および影響調査を実施し給湯料を減額し

たこと等により、営業損失は 264 千円(前期は営業利益 4,326 千円)、経常

損失は 172 千円（前期は経常利益 4,773 千円）､当期純損失は 215 千円（前

期は当期純利益 3,522 千円）となった。 

（２）給湯事業 

有明１号泉源の揚湯試験および影響調査の実施に伴う給湯停止により、売

上高は前期に比べ 11.0％減の 15,998 千円となった。また、同試験等の実

施に伴う費用の増加等により、営業損失は 4,779 千円（前期は営業利益 958

千円）となった。 

（３）施設管理事業 

定期管理業務の減少等により、当期の売上高は 29,233 千円で前期に比べ

1.5％の減少となったが、営業利益は 4,515 千円で前期に比べ 34.1％の増

加となった。 

 
 
 
 
      
 
 
 
 

 ２ 事業別収支明細書 

             （令和７年４月１日～令和８年３月 31 日，単位：千円） 

科 目 収  入 支  出 収支差 

給湯事業 15,998 20,778 ▲4,779 

施設管理事業 29,233 24,718 4,515 

営業外収支 92 0 92 

合 計 45,324 45,496 ▲172 

     ※神戸市からの収入 受託料 31,505 千円（税込み） 

 

  

事業名 内容 営業収益（千円）

給湯事業 有明１号・２号泉からの温泉給湯 

神戸市の極楽泉源における給湯施設の設置

運営 

15,998 

施設管理事業 神戸市の泉源（天神・妬・御所・極楽泉源）

の維持管理 

29,233 
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３ 損益計算書 

（令和7年4月１日～令和8年３月31日，単位：円）

金　額 金　額

営業費用 45,496,849 営業収益 45,232,306

施 設 管 理 費 11,476,304 給 湯 事 業 15,998,510

一 般 管 理 費 34,020,545 施 設 管 理 事 業 29,233,796

営業外費用 0 営業外収益 92,088

雑 支 出 0 雑 収 益 92,088

45,496,849 45,324,394

△ 172,455

185,000

△ 142,118

△ 215,337

27,871,221

0

27,655,884繰 越 利 益 剰 余 金

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業
税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
剰 余 金

配 当 金 の 支 払 い

費 用 の 部 収 益 の 部

科　目 科　目

合 計 合 計
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 ４ 貸借対照表 

（令和8年３月31日現在，単位：円）

金　額 金　額

 流 　動 　資 　産 33,119,355  流 　動 　負 　債 2,821,573

31,355,510 1,103,458

1,753,845 686,373

20,000 782,600

△ 10,000 185,000

34,030

30,112

 固 　定 　資 　産 14,258,102  固 　定 　負 　債 4,400,000

9,971,970 4,400,000

建 物 2,250,755

構 築 物 6,456,777

機 械 装 置 1,262,700 7,221,573

土 地 1,738

50,300

電 話 加 入 権 50,300

4,235,832  株 　主 　資 　本 40,155,884

10,000,000

165,632

165,632

29,990,252

2,334,368

27,655,884

繰越利益剰余金 27,655,884

40,155,884

47,377,457 47,377,457資産合計 負債・純資産合計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他の利益剰余金

純 資 産 計

資 本 金

預 り 金

前 受 収 益

有 形 固 定 資 産 預 り 保 証 金

負 債 計

無 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部）

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

貸 倒 引 当 金 未 払 法 人 税 等

科　目 科　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 未 払 金
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 ５ 事業別収入明細書 

（令和７年４月１日～令和８年３月31日，単位：円）

事業収入 受託収入 補助金収入 雑収益等

給湯事業 15,998,510 15,998,510 0 0 0

施設管理事業 29,233,796 0 29,233,796 0 0

営業外収益 92,088 0 0 0 92,088

合　　計 45,324,394 15,998,510 29,233,796 0 92,088

合　　計
内　　訳

 

 ６ 事業別支出明細書 

（令和７年４月１日～令和８年３月31日，単位：円）

人件費 物件費 工事費 減価償却費 雑支出等

給湯事業 20,778,246 3,275,228 15,491,460 0 2,011,558 0

施設管理事業 24,718,603 9,376,531 3,865,768 11,476,304 0 0

営業外費用 0 0 0 0 0 0

合　　計 45,496,849 12,651,759 19,357,228 11,476,304 2,011,558 0

合　　計
内　　訳
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７ 財務状況の推移 

（単位：千円）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 R6 → R7増減

▲ 9,842 4,327 ▲ 264 ▲ 4,591

52,315 47,646 45,232 ▲ 2,414

62,157 43,319 45,496 2,177

うち販売費及び一般管理費 47,510 27,886 30,834 2,948

うち人件費 12,475 13,183 12,651 ▲ 532

うち減価償却費 2,172 2,250 2,011 ▲ 239

▲ 1,270 446 92 ▲ 354

20 446 92 ▲ 354

1,290 0 0 0

うち支払利息 0 0 0 0

▲ 11,112 4,773 ▲ 172 ▲ 4,945

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

▲ 2,297 1,251 43 ▲ 1,208

▲ 8,815 3,522 ▲ 215 ▲ 3,737

33,163 24,348 27,871 3,522

24,348 27,871 27,655 ▲ 215

45,126 50,756 47,377 ▲ 3,379

25,868 34,629 33,119 ▲ 1,510

19,258 16,127 14,258 ▲ 1,869

うち建物 2,927 2,588 2,250 ▲ 338

8,277 10,385 7,221 ▲ 3,164

3,877 5,985 2,821 ▲ 3,164

うち短期借入金 0 0 0 0

4,400 4,400 4,400 0

うち長期借入金 0 0 0 0

36,848 40,371 40,155 ▲ 216

36,848 40,371 40,155 ▲ 215

資本金 10,000 10,000 10,000 0

資本剰余金 165 165 165 0

利益剰余金 26,683 30,205 29,990 ▲ 215

0 0 0 0

繰越利益剰余金

損
益
計
算
書
（

Ｐ
／
Ｌ
）

営業利益

営業収益

営業費用

営業外利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別利益

特別損失

法人税等

当期純利益

前期繰越利益剰余金

株主資本

評価換算差額等

貸
借
対
照
表

（

Ｂ
／
Ｓ
）

資産合計

流動資産

固定資産

負債合計

流動負債

固定負債

純資産合計
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〔５〕令和８年度事業計画 

 

 １ 事業計画 

（１）全事業 

わが国有数の温泉である有馬温泉において、引続き顧客に満足していただ

ける給湯サービス、泉源維持管理サービスの提供に努める。 

（２）給湯事業 

有明１号・２号泉からの安定的な温泉給湯および神戸市の極楽泉源におけ 

る給湯施設の設置運営を行う。 

（３）施設管理事業 

神戸市の泉源（天神泉・妬泉・御所泉・極楽泉）の維持管理業務を確実に

実施する。 

 

 ２ 経営改善の取組状況 

  （１）顧客満足度の高い給湯・泉源管理サービスの提供を通じた有馬温泉の魅力

向上への貢献 

泉源・給湯施設の定期的な保守管理、適切な更新等の実施   

（２）安定的なサービス提供が可能な人員体制・財務基盤の確立 

 ・適切な人員配置により、必要な体制を維持し技術の伝承を図っていく 

・受益者負担や業務効率化等も踏まえた適切な収支管理により、安定した 

財務基盤を確立する   

 

 ３ 事業別予定収支明細書 

             （令和８年４月１日～令和９年３月 31 日，単位：千円） 

科 目 収 入 支 出 収支差 

給湯事業 21,037 16,350 4,687 

施設管理事業 32,280 27,850 4,430 

営業外収支 26 0 26 

合  計 53,343 44,200 9,143 

    ※神戸市からの収入  受託料 35,508 千円（税込み） 
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４ 予定損益計算書 

（令和８年４月１日～令和９年３月31日予想，単位：円）

金　額 金　額

営業費用 44,199,697 営業収益 53,317,140

施 設 管 理 費 14,376,661 給 湯 事 業 21,037,140

一 般 管 理 費 29,823,036 施 設 管 理 事 業 32,280,000

営業外費用 0 営業外収益 26,258

雑 支 出 0 雑 収 益 26,258

44,199,697 53,343,398

9,143,701

185,000

2,042,430

6,916,271

27,655,884

0

34,572,155

費 用 の 部 収 益 の 部

科　目 科　目

合 計 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業
税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
剰 余 金

配 当 金 の 支 払 い
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５ 予定貸借対照表 

（令和9年３月31日予想，単位：円）

金　額 金　額

 流 　動 　資 　産 43,746,353  流 　動 　負 　債 2,821,573

41,982,508 1,103,458

1,753,845 686,373

20,000 782,600

△ 10,000 185,000

34,030

30,112

 固 　定 　資 　産 10,547,375  固 　定 　負 　債 4,400,000

8,054,981 4,400,000

建 物 1,919,882

構 築 物 5,138,816

機 械 装 置 994,545 7,221,573

土 地 1,738

50,300

電 話 加 入 権 50,300

2,442,094  株 　主 　資 　本 47,072,155

10,000,000

165,632

165,632

36,906,523

2,334,368

34,572,155

繰越利益剰余金 34,572,155

47,072,155

54,293,728 54,293,728

科　目 科　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 未 払 金

未 収 入 金 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

貸 倒 引 当 金 未 払 法 人 税 等

資 本 金

預 り 金

前 受 収 益

有 形 固 定 資 産 預 り 保 証 金

負 債 計

無 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部）

繰 延 税 金 資 産

資産合計 負債・純資産合計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他の利益剰余金

純 資 産 計
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 ６ 事業別予定収入明細書 

（令和８年４月１日～令和９年３月31日予想，単位：円）

事業収入 受託収入 補助金収入 雑収益等

給湯事業 21,037,140 21,037,140 0 0 0

施設管理事業 32,280,000 0 32,280,000 0 0

雑収益 26,258 0 0 0 26,258

合　　計 53,343,398 21,037,140 32,280,000 0 26,258

合　　計
内　　訳

 

 ７ 事業別予定支出明細書 

 

（令和８年４月１日～令和９年３月31日予想，単位：円）

人件費 物件費 工事費 減価償却費 雑支出等

給湯事業 16,350,397 3,645,096 10,788,313 0 1,916,988 0

施設管理事業 27,849,300 10,483,182 2,989,457 14,376,661 0 0

雑支出 0 0 0 0 0 0

合　　計 44,199,697 14,128,278 13,777,770 14,376,661 1,916,988 0

合　　計
内　　訳
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〔６〕令和７年度主要事業計画・実績比較 

（令和７年４月１日～令和８年３月31日，単位：千円）

事業計画 実 績

予定収入金額 収入金額

給湯事業 16,835 15,998

施設管理事業 28,053 29,233

合　　計 44,888 45,232

事業名 備 考
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〔７〕主要事業の推移（令和５年度～令和７年度） 

実績 対前年度比 実績 対前年度比 実績 対前年度比

収入金額 ％ 収入金額 ％ 収入金額 ％

給湯事業 17,795 98.6 17,970 101.0 15,998 89.0

施設管理事業 34,519 131.0 29,676 86.0 29,233 98.5

合　　計 52,315 117.8 47,646 91.1 45,232 94.9

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

（単位：千円）

営業損益 -9,841

営業外
損益

-1,270

経常損益 -11,111

当期損益 -8,814

繰越利益
剰余金

24,348

資産合計 45,126

負債合計 8,277

純資産
合計

36,848

（単位：千円）

定期管理業務の減

令和６年度

備考

揚湯試験等に伴う減

令和７年度令和５年度

項目
令和７年度

決算

令和６年度

決算

令和５年度

決算

損益計算書関係

-264

92

-172

-215

27,655

4,326

446

4,773

3,522

27,871

貸借対照表関係

47,377

7,221

40,155

50,756

10,385

40,371


